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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１インク及び第２インクの組み合わせを有するインクジェット用の水性インクセット
であって、
　前記第１インクが、ホスホン酸基を含む官能基が粒子表面に結合している自己分散顔料
を含有し、
　以下に示す手順にしたがって測定される前記第１インクの再分散粘度が、５ｍＰａ・ｓ
以下であり、
　前記第２インクが、アニオン性染料、リチウムイオン、及びナトリウムイオンを含有し
、
　第２インク中のリチウムイオンとナトリウムイオンの合計濃度が、０．０５０ｍｏｌ／
Ｌ以上であり、
　第２インク中のリチウムイオンとナトリウムイオンの合計濃度に占める、リチウムイオ
ンの濃度の比率が、４５％以上８５％以下であることを特徴とする水性インクセット。
　［再分散粘度の測定］：第１インク１．５ｇを、温度３０℃、相対湿度１０％の環境で
１５時間保存後、減少した質量分の第１インクを添加して、さらに２時間保存したものに
ついて粘度を測定する。
【請求項２】
　前記第２インク中のリチウムイオンとナトリウムイオンの合計濃度が、０．２００ｍｏ
ｌ／Ｌ以下である請求項１に記載の水性インクセット。
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【請求項３】
　前記第２インク中の１価のカチオンの合計濃度が、０．４００ｍｏｌ／Ｌ以下である請
求項１又は２に記載の水性インクセット。
【請求項４】
　前記自己分散顔料の粒子表面に結合している前記官能基の分子量が、１，５００以下で
ある請求項１乃至３のいずれか１項に記載の水性インクセット。
【請求項５】
　前記自己分散顔料の粒子表面に結合している前記官能基の導入量が、０．０８ｍｍｏｌ
／ｇ以上０．３３ｍｍｏｌ／ｇ以下である請求項１乃至４のいずれか１項に記載の水性イ
ンクセット。
【請求項６】
　前記自己分散顔料の粒子表面に結合している前記官能基が、２つのホスホン酸基を含む
請求項１乃至５のいずれか１項に記載の水性インクセット。
【請求項７】
　前記自己分散顔料の粒子表面に結合している前記官能基のカウンターイオンが、ナトリ
ウムイオン、カリウムイオン、及びアンモニウムイオンの少なくとも１種を含む請求項１
乃至６のいずれか１項に記載の水性インクセット。
【請求項８】
　前記自己分散顔料の粒子表面に結合している前記官能基が、－Ｃ６Ｈ４－ＣＯＮＨ－Ｃ
Ｈ（ＰＯ３［Ｍ１］２）２、又は－Ｃ６Ｈ４－ＳＯ２－ＮＨ－Ｃ３Ｈ６－Ｃ（ＯＨ）（Ｐ
Ｏ３［Ｍ１］２）２で表される構造を有する（Ｍ１は、ナトリウムイオン、カリウムイオ
ン、又はアンモニウムイオンである）請求項１乃至５のいずれか１項に記載の水性インク
セット。
【請求項９】
　前記第１インク中の前記自己分散顔料の含有量（質量％）が、インク全質量を基準とし
て、１．００質量％以上１０．００質量％以下である請求項１乃至８のいずれか１項に記
載の水性インクセット。
【請求項１０】
　前記第２インク中の前記アニオン性染料の含有量（質量％）が、インク全質量を基準と
して、１．００質量％以上６．００質量％以下である請求項１乃至９のいずれか１項に記
載の水性インクセット。
【請求項１１】
　前記第１インク中の前記自己分散顔料の含有量ｘ（質量％）、及び、前記第２インク中
のリチウムイオンとナトリウムイオンの合計濃度Ｍ（ｍｏｌ／Ｌ）が、下記式（１）の関
係を満たす請求項１乃至１０のいずれか１項に記載の水性インクセット。
　ｘ／Ｍ≦６５　　　・・・（１）
【請求項１２】
　前記式（１）中、「ｘ／Ｍ」で表される値が１５以上である請求項１１に記載の水性イ
ンクセット。
【請求項１３】
　インクをインクジェット方式の記録ヘッドの吐出口から吐出させて記録媒体に画像を記
録する工程、及び、前記吐出口をキャップにより覆う工程、を有するインクジェット記録
方法であって、
　前記インクが、請求項１乃至１２のいずれか１項に記載の水性インクセットに含まれる
インクであることを特徴とするインクジェット記録方法。
【請求項１４】
　インクが内部に収容されたインク収容部、インクジェット方式の記録ヘッドの吐出口か
らインクを吐出させて記録媒体に画像を記録する手段、及び、前記吐出口を覆うキャップ
、を具備するインクジェット記録装置であって、
　前記インクが、請求項１乃至１２のいずれか１項に記載の水性インクセットに含まれる
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インクであることを特徴とするインクジェット記録装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、水性インクセット、インクジェット記録方法、及びインクジェット記録装置
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　インクジェット記録方法に用いるインクには、近年、記録される画像の光学濃度や耐ブ
リーディング性をより一層向上させることが求められている。記録媒体のうち、普通紙に
は、インクの浸透性が異なる様々な種類のものが存在する。そして、普通紙の種類による
ことなく、光学濃度及び耐ブリーディング性が高いレベルで両立した画像を記録しうるイ
ンクが要求されている。
【０００３】
　カルシウムとの反応性の指標であるカルシウム指数値に基づいて選択された、カルシウ
ムとの反応性が高い官能基を顔料の粒子表面に結合させた自己分散顔料を用いた、画像の
光学濃度を向上させうるインクが提案されている（特許文献１）。また、その粒子表面に
ホスホン酸基を含む官能基を結合させた自己分散顔料と塩を含有させた、画像の光学濃度
を向上させうるインクが提案されている（特許文献２及び３）。さらに、ペーパークロマ
トグラフィーによる移動率を規定した自己分散顔料を用いることで、耐ブリーディング性
を高めたインクが提案されている（特許文献４）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特表２００９－５１５００７号公報
【特許文献２】特開２０１２－０５２０９５号公報
【特許文献３】特開２０１２－０５２０９７号公報
【特許文献４】特開２００３－０９６３６７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１で提案された自己分散顔料や、特許文献２及び３で提案された特定の塩を用
いることで、記録される画像の光学濃度はある程度向上する。しかし、本発明者らの検討
の結果、耐ブリーディング性が不十分な場合があることがわかった。また、特許文献４で
提案されたインクは、高浸透性の水溶性有機溶剤を多く含有するため、記録される画像の
光学濃度は不十分である。さらに、インクジェット記録装置に設けられた記録ヘッドを覆
うためのキャップにインクが滞留しやすいため、インクの信頼性について改善の余地があ
った。以下、「インクジェット記録装置に設けられた記録ヘッドを覆うためのキャップ」
のことを、単に「キャップ」とも記す。
【０００６】
　したがって、本発明の目的は、光学濃度及び耐ブリーディング性に優れた画像を記録す
ることが可能であるとともに、キャップにおけるインクの滞留及び吐出よれが生じにくく
、信頼性に優れた水性インクセットを提供することにある。また、本発明の別の目的は、
前記水性インクセットを用いたインクジェット記録方法及びインクジェット記録装置を提
供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記の目的は以下の本発明によって達成される。すなわち、本発明によれば、第１イン
ク及び第２インクの組み合わせを有するインクジェット用の水性インクセットであって、
前記第１インクが、ホスホン酸基を含む官能基が粒子表面に結合している自己分散顔料を
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含有し、以下に示す手順にしたがって測定される前記第１インクの再分散粘度が、５ｍＰ
ａ・ｓ以下であり、前記第２インクが、アニオン性染料、リチウムイオン、及びナトリウ
ムイオンを含有し、第２インク中のリチウムイオンとナトリウムイオンの合計濃度が、０
．０５０ｍｏｌ／Ｌ以上であり、第２インク中のリチウムイオンとナトリウムイオンの合
計濃度に占める、リチウムイオンの濃度の比率が、４５％以上８５％以下であることを特
徴とする水性インクセットが提供される。
　［再分散粘度の測定］：第１インク１．５ｇを、温度３０℃、相対湿度１０％の環境で
１５時間保存後、減少した質量分の第１インクを添加して、さらに２時間保存したものに
ついて粘度を測定する。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、光学濃度及び耐ブリーディング性に優れた画像を記録することが可能
であるとともに、キャップにおけるインクの滞留及び吐出よれが生じにくく、信頼性に優
れた水性インクセットを提供することができる。また、本発明によれば、この水性インク
セットを用いたインクジェット記録方法及びインクジェット記録装置を提供することがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明のインクジェット記録装置を構成するクリーニング部の一例を示す模式図
である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、本発明の実施の形態について説明するが、本発明は以下の実施の形態に限定され
るものではない。以下、水性インクセットのことを、単に「インクセット」と記載するこ
とがある。また、ホスホン酸基を含む官能基が粒子表面に結合した自己分散顔料のことを
「ホスホン酸型自己分散顔料」と記載することがある。本発明において、各種の物性値は
、特に断りのない限り２５℃における値である。
【００１１】
　光学濃度や耐ブリーディング性が良好な画像を記録する手法として、複数のインク間の
反応を利用する技術がある。例えば、自己分散顔料を含有するインク、及び前記自己分散
顔料を凝集させる反応液を併用するインクジェット記録方法は広く知られている。また、
反応の形態としても様々なものが知られている。自己分散顔料のアニオン性基に、多価金
属イオンなどの多価カチオン性成分を反応させるイオン反応や、自己分散顔料のアニオン
性基を解離型から酸型に変化させることができる低ｐＨの反応液を利用する析出反応など
がある。しかし、反応を利用する技術では、記録媒体上のみならず、インク及び反応液の
吐出の際に生じる微小なインク滴（ミスト）においても反応は生ずる。この場合、反応生
成物が記録ヘッドに付着することによって、吐出性の低下などの課題が生じてしまうため
、これを回避するための部材を設けるなどの装置の複雑化を招く。
【００１２】
　そこで、本発明者らは、強い反応を生じさせることなく、光学濃度や耐ブリーディング
性を向上させるため、反応液ではなく、ホスホン酸型自己分散顔料を色材として用いたイ
ンクについて検討を行った。その結果、ホスホン酸型自己分散顔料を含有する水性インク
は、共存する１価カチオンの種類によって、水分蒸発によるインクの粘度上昇の程度、及
び記録される画像の耐ブリーディング性が大きく相違することがわかった。１価カチオン
としては、アルカリ金属イオンやアンモニウムイオンなどが用いられる。アルカリ金属イ
オンのなかでもイオン半径の小さいリチウムイオンを用いると、耐ブリーディング性が最
も向上するとともに、水分蒸発によるインクの粘度上昇が大きくなることがわかった。す
なわち、ホスホン酸型自己分散顔料を含有するインクの粘度及び画像の耐ブリーディング
性は、ホスホン酸型自己分散顔料と共存する１価カチオンの影響を受けやすいことが判明
した。
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【００１３】
　画像の耐ブリーディング性を向上させるためには、記録媒体上において顔料の凝集を促
進させることが重要である。一方、キャップにおけるインクの滞留や、第１インクと第２
インクのミストの混合によって発生する吐出よれを抑制するには、顔料の凝集を緩和する
ことが重要である。したがって、画像特性の向上とインクの信頼性の向上とは、トレード
オフの関係にある。記録媒体上における顔料の凝集は、インクが記録媒体に付与された後
の水分蒸発や固液分離、さらには、官能基に含まれるホスホン酸基と記録媒体に填料など
として含まれるカルシウムとの相互作用によって促進される。一方、キャップにおけるイ
ンクの滞留や吐出よれを抑制するには、カルシウムの存在を考慮する必要はなく、水分蒸
発が進んではいるものの、ある程度の水分が存在する状態における顔料の凝集が緩和され
ればよい。すなわち、これら２つの現象は、水分やカルシウムという観点からは、インク
の状態が異なる場合における顔料の凝集の促進／緩和を考慮すればよいことになる。そこ
で、画像特性とインクの信頼性を両立させる手法について検討した。
【００１４】
　本発明者らは、検討の結果、光学濃度及び耐ブリーディング性に優れた画像を記録する
ことができ、かつ、キャップにおけるインクの滞留及び吐出よれが生じにくくなるインク
セットの構成を見出した。すなわち、本発明のインクセットは、第１インク及び第２イン
クの組み合わせを有するインクジェット用の水性インクセットである。第１インクは、ホ
スホン酸基を含む官能基が粒子表面に結合している自己分散顔料を含有し、所定の手順に
したがって測定される第１インクの再分散粘度は、５ｍＰａ・ｓ以下である。また、第２
インクは、アニオン性染料、リチウムイオン、及びナトリウムイオンを含有する。そして
、第２インク中のリチウムイオンとナトリウムイオンの合計濃度は、０．０５０ｍｏｌ／
Ｌ以上であり、第２インク中のリチウムイオンとナトリウムイオンの合計濃度に占める、
リチウムイオンの濃度の比率は、４５％以上８５％以下である。上記の構成を採用するこ
とによって前述の効果が得られる理由を、本発明者らは以下のように推測している。
【００１５】
　記録される画像の耐ブリーディング性が向上する理由については以下のように推測され
る。前述の通り、ホスホン酸型自己分散顔料を含有するインクは、リチウムイオンが存在
する場合に水分蒸発後の粘度上昇が大きくなる。これは、カルボン酸型自己分散顔料やス
ルホン酸型自己分散顔料を含有するインクについてはあまり認められない傾向である。ホ
スホン酸型自己分散顔料はカチオンに対して非常に敏感であり、水分蒸発などの周囲の環
境に変化が生じたときに、カチオンによる影響を受けやすい。特に、水和力の強いリチウ
ムイオンやナトリウムイオンなどのアルカリ金属イオンがホスホン酸型自己分散顔料の近
傍に存在すると、顔料の分散状態を安定化させていた水分子が奪われる。このため、他の
アルカリ金属イオンが存在する場合に比して、水分子が局所的に少なくなるので、顔料の
凝集がより促進される。さらに、水分が蒸発すれば、インクの粘度上昇はより顕著になる
。
【００１６】
　また、リチウムイオン及びナトリウムイオンを含有する第２インクが第１インクと接触
すると、リチウムイオン及びナトリウムイオンの水和力により、第１インクから第２イン
クに向かって水分子が引き抜かれる。このため、第１インクのホスホン酸型自己分散顔料
の凝集がより促進され、画像の耐ブリーディング性が向上する傾向にある。また、ホスホ
ン酸型自己分散顔料を含有するインクは水分蒸発などの周囲の環境の変化が生じたときに
より不安定化しやすいため、第２インクにリチウムイオン及びナトリウムイオンを含有さ
せる。耐ブリーディング性を向上させるためには、第２インク中のリチウムイオン及びナ
トリウムイオンの合計濃度が０．０５０ｍｏｌ／Ｌ以上であることを要する。第２インク
中のリチウムイオン及びナトリウムイオンの合計濃度が０．０５０ｍｏｌ／Ｌ未満である
と、画像の耐ブリーディング性が向上しない。
【００１７】
　キャップにおけるインクの滞留が抑制される理由については以下のように推測される。
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キャップにおけるインクの滞留を抑制するためには、第１インクの再分散粘度を５ｍＰａ
・ｓ以下に抑えることが重要である。第１インクの再分散粘度とは、第１インク１．５ｇ
を、温度３０℃、相対湿度１０％の環境で１５時間保存後、減少した質量分の第１インク
を添加して、さらに２時間保存したものについて測定される粘度をいう。この際、インク
を入れる容器としては、シャーレなどの開放系のものを用いることができ、また、粘度は
保存後のインクを撹拌してから測定することが好ましい。なお、温度３０℃、及び相対湿
度１０％という条件は、温度２５℃、相対湿度５０％という常温常湿の条件と比較して、
インクの蒸発が急激に進みやすい条件である。かかる条件下でインクを１５時間保存する
と、インクの蒸発がかなり進んだ状態となる。このような厳しい条件であっても、再分散
粘度が５ｍＰａ・ｓ以下を満たす程度に低いインクであれば、キャップにおけるインクの
滞留を有効に抑制することができる。
【００１８】
　再分散粘度は、不要なインク（廃インク）が乾燥した後に、さらに不要なインクが排出
される際のなじみやすさを示す指標となる物性値である。本発明者らは、第１インクの再
分散粘度が５ｍＰａ・ｓ以下であれば、キャップにおけるインクの滞留が抑制されうるこ
とを見出した。ホスホン酸型自己分散顔料は水分蒸発などの周囲の環境の変化による影響
を受けやすいため、カルボン酸型などの他の自己分散顔料と比して再分散粘度が高まりや
すい。例えば、ホスホン酸型自己分散顔料を含有するインクの場合、ｐＨ、粘度、水溶性
有機溶剤の総含有量、樹脂の有無、金属塩（１価カチオンや多価カチオンの塩）の添加量
などによって再分散粘度が変動する。このため、これらの種類や使用量を適宜に調整する
ことで、第１インクの再分散粘度を５ｍＰａ・ｓ以下とすることができる。例えば、水溶
性有機溶剤、樹脂、金属塩などを使用する場合は、その含有量を減らすと、第１インクの
再分散粘度が低くなりやすい。
【００１９】
　ホスホン酸型自己分散顔料を含有するインクと、アニオン性染料を含有するインクとを
併用すると、インクの吐出よれが生ずる場合がある。インクジェット方式の記録ヘッドか
らインクが吐出される際には微小なインク滴（ミスト）が発生する。２種類のインクのミ
ストが接触することによって生じた増粘物などによってインクの吐出方向がずれてしまい
、インクの吐出よれが生ずる。本発明のインクセットは、第２インク中のリチウムイオン
とナトリウムイオンの合計濃度に占める、リチウムイオンの濃度の比率を４５％以上８５
％以下としたことで、耐ブリーディング性を損なうことなくインクの吐出よれが抑制され
る。
【００２０】
＜インクセット＞
　本発明のインクセットは、第１インク及び第２インクの組み合わせを有するインクジェ
ット用の水性インクセットである。インクセットの形態としては、（ｉ）各インクを独立
に収容した複数のインクカートリッジのセット、（ｉｉ）各インクを独立に収容した複数
のインク収容部を組み合わせて一体的に構成されたインクカートリッジ、などを挙げるこ
とができる。ただし、本発明のインクセットは、第１インク及び第２インクを組み合わせ
て用いることができるように構成されていれば、上記の（ｉ）及び（ｉｉ）の形態に限ら
れるものではない。また、インクセットには、第１インク及び第２インク以外のインクが
含まれていてもよい。
【００２１】
（第１インク）
　第１インクは、ホスホン酸基を含む官能基が粒子表面に結合している自己分散顔料を色
材として含有する。また、第１インクの再分散粘度は５ｍＰａ・ｓ以下である。上述の通
り、再分散粘度は、水溶性有機溶剤の総含有量、樹脂の有無、金属塩の添加量などによっ
て調整することができる。
【００２２】
　顔料の種類としては、例えば、有機顔料や、カーボンブラックなどの無機顔料を挙げる
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ことができ、インクジェット用のインクに使用可能なものをいずれも用いることができる
。本発明のインクセットを構成する第１インクは、カーボンブラックを顔料として用いた
ブラックインクであることが好ましい。第１インク中の顔料の含有量（質量％）は、イン
ク全質量を基準として、０．１０質量％以上１５．００質量％以下であることが好ましく
、１．００質量％以上１０．００質量％以下であることがさらに好ましい。
【００２３】
［自己分散顔料］
　第１インクに用いる顔料は、ホスホン酸基を含む官能基が粒子表面に結合しているホス
ホン酸型自己分散顔料である。自己分散顔料を色材として用いることにより、顔料をイン
ク中に分散させるための樹脂などの分散剤の添加が不要となる、又は分散剤の添加量を少
量とすることができる。
【００２４】
　第１インク中において、ホスホン酸基－ＰＯ（Ｏ〔Ｍ1〕）2は、その一部が解離した状
態及び全てが解離した状態のいずれであってもよい。すなわち、ホスホン酸基は、－ＰＯ

3Ｈ2（酸型）、－ＰＯ3Ｈ
-Ｍ1

+（一塩基塩）、及び－ＰＯ3
2-（Ｍ1

+）2（二塩基塩）のい
ずれかの形態をとりうる。ここで、Ｍ1はそれぞれ独立に、アルカリ金属、アンモニウム
、及び有機アンモニウムからなる群から選ばれる少なくとも１種である。本発明において
は、Ｍ1はナトリウムイオン、カリウムイオン、及びアンモニウムイオンから選ばれるも
のが好ましい。すなわち、自己分散顔料の粒子表面に結合している官能基のカウンターイ
オンは、ナトリウムイオン、カリウムイオン、及びアンモニウムイオンの少なくとも１種
を含むことが好ましい。但し、Ｍ1がリチウムイオンのみである場合、再分散粘度が高ま
りやすく、キャップにおける滞留と吐出よれを高いレベルで抑制することが困難になる場
合がある。第１インクはリチウムイオンやナトリウムイオンを含有してもよいが、再分散
粘度が高まりやすいため、あまり多く含有させないことが好ましい。
【００２５】
　また、ホスホン酸型自己分散顔料は、その粒子表面に結合している官能基が２つのホス
ホン酸基を含むビスホスホン酸型自己分散顔料であることが好ましい。粒子表面に結合し
ている官能基が１つのホスホン酸基を含むモノホスホン酸型自己分散顔料を用いても、画
像の光学濃度を向上させることは勿論可能である。但し、ビスホスホン酸型自己分散顔料
を用いることで、より光学濃度が向上した画像を記録することができる。なお、粒子表面
に結合している官能基が３つのホスホン酸基を含むトリホスホン酸型自己分散顔料を用い
ると、インクの保存安定性がやや低下する場合がある。
【００２６】
　自己分散顔料の粒子表面に結合している官能基に含まれるホスホン酸基は、官能基の末
端にあることが好ましい。すなわち、顔料の粒子表面とホスホン酸基の間に他の原子団が
存在することが好ましい。他の原子団（－Ｒ－）としては、炭素原子数１乃至１２の直鎖
又は分岐のアルキレン基、フェニレン基やナフチレン基などのアリーレン基、アミド基、
スルホニル基、アミノ基、イミノ基、カルボニル基、エステル基、エーテル基、及びこれ
らの基を組み合わせた基などを挙げることができる。また、他の原子団は、アルキレン基
及びアリーレン基の少なくとも一方と、水素結合性を有する基（アミド基、スルホニル基
、アミノ基、イミノ基、カルボニル基、エステル基、エーテル基）と、を含むことが好ま
しい。さらに、－Ｃ6Ｈ4－ＳＯ2－ＮＨ－の構造や、－Ｃ6Ｈ4－ＣＯＮＨ－の構造が官能
基に含まれることが好ましい。
【００２７】
　自己分散顔料の粒子表面に結合している官能基が、－ＣＱ（ＰＯ3〔Ｍ1〕2）2で表され
る構造を含むことが好ましい。ここで、上記式中のＱは、水素原子、Ｒ、ＯＲ、ＳＲ、又
はＮＲ2であり、Ｒはそれぞれ独立に、水素原子、アルキル基、アシル基、アラルキル基
、又はアリール基である。Ｒが炭素原子を含む基である場合、その基に含まれる炭素原子
の数は１乃至１８であることが好ましい。アルキル基としては、メチル基、エチル基など
を挙げることができる。アシル基としては、アセチル基、ベンゾイル基などを挙げること
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ができる。アラルキル基としては、ベンジル基などを挙げることができる。アリール基と
しては、フェニル基、ナフチル基などを挙げることができる。また、Ｍ1は、それぞれ独
立に、水素原子、アルカリ金属、アンモニウム、及び有機アンモニウムからなる群から選
ばれる少なくとも１種である。自己分散顔料の粒子表面に結合している官能基が、上記式
中のＱがＯＨである－Ｃ（ＯＨ）（ＰＯ3〔Ｍ1〕2）2で表される構造や、上記式中のＱが
水素原子である－ＣＨ（ＰＯ3〔Ｍ1〕2）2で表される構造を含むことが特に好ましい。ま
た、顔料の粒子表面に結合している官能基の全体の分子量（ホスホン酸基を遊離酸型とし
て算出した分子量）は、１，５００以下であることが好ましく、１，０００以下であるこ
とがさらに好ましい。
【００２８】
［官能基導入量］
　自己分散顔料の粒子表面に結合している官能基の導入量（官能基導入量）は、０．０８
ｍｍｏｌ／ｇ以上０．３３ｍｍｏｌ／ｇ以下であることが好ましい。なお、官能基導入量
の単位は、顔料固形分１ｇ当たりの官能基のミリモル数である。
【００２９】
　官能基導入量は、例えば、以下に示す手順にしたがって試料中のリンを定量することに
よって測定することができる。まず、測定対象である顔料（固形分）の含有量が０．０３
質量％程度になるように顔料分散液を純水で希釈してＡ液を調製する。また、顔料分散液
を５℃、８０，０００ｒｐｍ、１５時間の条件で超遠心分離して採取した、ホスホン酸型
自己分散顔料を除去した上澄みの液体を純水で８０倍程度に希釈し、Ｂ液を調製する。Ｉ
ＣＰ発光分光分析装置などを使用して調製したＡ液及びＢ液中のリンを定量し、Ａ液及び
Ｂ液中のリンの量の差分からホスホン酸基の量を求める。そして、「ホスホン酸基の量／
ｎ」（ｎは１つの官能基に含まれるホスホン酸基の数を示し、モノなら１、ビスなら２、
トリスなら３となる）から、官能基導入量を算出することができる。官能基に含まれるホ
スホン酸基の数は、例えば、ＮＭＲなどにより構造解析することで知ることができる。な
お、顔料分散液を用いて官能基導入量を測定する方法について説明したが、インクを用い
ても同様に測定することができる。また、官能基導入量の測定方法は上記に限られるもの
ではない。
【００３０】
（第２インク）
　第２インクは、アニオン性染料、リチウムイオン、及びナトリウムイオンを含有する。
第２インク中のリチウムイオンとナトリウムイオンの合計濃度は、０．０５０ｍｏｌ／Ｌ
以上である。そして、第２インク中のリチウムイオンとナトリウムイオンの合計濃度に占
める、リチウムイオンの濃度の比率は、４５％以上８５％以下である。第２インクは、リ
チウムイオン及びナトリウムイオン以外の、その他の１価のカチオンを含有してもよい。
その他の１価のカチオンとしては、カリウムイオン、アンモニウムイオン、有機アンモニ
ウムイオンなどを挙げることができる。なお、本発明のインクセットを構成するインクは
水性インクである。このため、本発明における濃度の単位（ｍｍｏｌ／Ｌ）は、インクの
比重を「１ｇ／ｃｍ3」として算出している。インク中の各種のカチオン濃度は、ＩＣＰ
発光分析装置や、イオンクロマト分析装置などにより測定することができる。
【００３１】
　第２インク中のリチウムイオンとナトリウムイオンの合計濃度が０．０５０ｍｏｌ／Ｌ
未満であると、耐ブリーディング性が向上しない。また、第２インク中のリチウムイオン
とナトリウムイオンの合計濃度に占める、リチウムイオンの濃度の比率が４５％未満であ
る場合や、第２インクがリチウムイオンを含有しない場合には、アニオン性染料の溶解状
態が不安定化する。このため、吐出よれを抑制することができない。一方、第２インク中
のリチウムイオンとナトリウムイオンの合計濃度に占める、リチウムイオンの濃度の比率
が８５％超であると、水和力の強いリチウムイオンにより、第１インク及び第２インクが
接触した際に増粘物が生じやすくなる。このため、吐出よれを抑制することができない。
【００３２】
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　第２インク中のリチウムイオンとナトリウムイオンの合計濃度は、０．２００ｍｏｌ／
Ｌ以下であることが好ましい。また、第２インク中の１価のカチオンの合計濃度は、０．
４００ｍｏｌ／Ｌ以下であることが好ましい。リチウムイオンとナトリウムイオンの合計
濃度が０．２００ｍｏｌ／Ｌ超である場合や、１価のカチオンの合計濃度が０．４００ｍ
ｏｌ／Ｌ超である場合には、吐出よれを高いレベルで十分に抑制できない場合がある。第
２インク中の１価のカチオンの合計濃度は、０．０５０ｍｏｌ／Ｌ以上であることが好ま
しい。
【００３３】
　所望の種類及び濃度の１価のカチオンを第２インクに含有させるためには、例えば、ア
ニオン性染料や塩などの成分を利用することができる。すなわち、１価のカチオンとして
、アニオン性染料のカウンターイオンを第２インクに含有させることができる。アニオン
性染料のカウンターイオンとしては、リチウム、ナトリウム、及びカリウムなどのアルカ
リ金属イオンや、アンモニウムイオンが好ましい。また、塩としては、１価のカチオンと
アニオンとが結合して構成される塩を用いることが好ましい。なかでも、１価のカチオン
の少なくとも一部が、アニオン性染料のカウンターイオンとして第２インクに含有されて
いることが好ましい。なお、これらの塩は、第１インクに含有させてもよい。
【００３４】
　１価のカチオンの具体例としては、アルカリ金属イオン、アンモニウムイオン、及び有
機アンモニウムイオンを挙げることができる。また、アニオンの具体例としては、Ｃｌ-

、Ｂｒ-、Ｉ-、ＣｌＯ-、ＣｌＯ2
-、ＣｌＯ3

-、ＣｌＯ4
-、ＮＯ2

-、ＮＯ3
-、ＳＯ4

2-、Ｃ
Ｏ3

2-、ＨＣＯ3
-、ＨＣＯＯ-、（ＣＯＯ-）2、ＣＯＯＨ（ＣＯＯ-）、ＣＨ3ＣＯＯ-、Ｃ2

Ｈ4（ＣＯＯ-）2、Ｃ6Ｈ5ＣＯＯ-、Ｃ6Ｈ4（ＣＯＯ-）2、ＰＯ4
3-、ＨＰＯ4

2-、及びＨ2

ＰＯ4
-を挙げることができる。これらの１価のカチオン及びアニオンは、それぞれ、１種

単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００３５】
　第２インクは、アニオン性染料を色材として含有する。アニオン性染料は、水性媒体へ
の可溶化基としてのアニオン性基（カルボン酸基やスルホン酸基など）を有する染料であ
り、インクジェット用のインクに一般的に使用可能な染料をいずれも用いることができる
。アニオン性染料としては、アゾ、フタロシアニン、キナクリドン、アントラピリドン、
キサンテン、トリフェニルメタンなどの骨格を有するものを用いることが好ましい。また
、アニオン性染料は、１種単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができる。また
、アニオン性染料が有するアニオン性基の数は、１分子当たり１以上１０以下であること
が好ましく、２以上６以下であることがさらに好ましい。アニオン性染料のカウンターイ
オンを利用して、１価のカチオンを第２インクに含有させる場合、上記範囲内のアニオン
性基を有するアニオン性染料を用いることで、適切なカチオン濃度に調整しやすいためで
ある。本発明においては、第２インクとして、シアン、マゼンタ、イエロー、レッド、ブ
ルー、又はグリーンなどの色相を有する有彩色のインク、すなわちカラーインクを用いる
ことが好ましい。このため、アニオン性染料としても、これらのような色相を有するもの
を用いることが好ましい。第２インク中のアニオン性染料の含有量（質量％）は、インク
全質量を基準として、０．１０質量％以上１０．００質量％以下であることが好ましく、
１．００質量％以上６．００質量％以下であることがさらに好ましい。
【００３６】
　第１インク中の自己分散顔料の含有量ｘ（質量％）、及び、第２インク中のリチウムイ
オンとナトリウムイオンの合計濃度Ｍ（ｍｏｌ／Ｌ）が、下記式（１）の関係を満たすこ
とが好ましい。ｘとＭが下記式（１）の関係を満たすことで、記録される画像の耐ブリー
ディング性をさらに向上させることができる。「ｘ／Ｍ」で表される値は、１５以上であ
ることが好ましい。特に、自己分散顔料の官能基導入量が０．０８ｍｍｏｌ／ｇ以上０．
３３ｍｍｏｌ／ｇ以下であるとともに、ｘ／Ｍが１５以上６５以下であることが好ましい
。インク中の自己分散顔料の含有量は、熱重量分析や吸光度測定などにより定量すること
ができる。
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　ｘ／Ｍ≦６５　　　・・・（１）
【００３７】
　本発明では、ミストの反応による吐出性の低下を回避すべく、イオン反応や析出反応な
どの強い反応を生じさせることなく光学濃度や耐ブリーディング性を向上するために、水
分蒸発が生じた際のインク間の相互作用（１価のカチオンの水和力）を利用する。したが
って、第２インクは、多価金属イオンなどによるイオン反応や、低ｐＨ化による析出反応
を生じさせるような特性を持つ必要はない。このため、第２インクに多価金属イオンなど
の多価カチオンを含有させたり、第２インクのｐＨをあまりに低く設定したりしなくても
よい。本発明においては、具体的には、第２インク中の多価金属イオンなどの多価カチオ
ンの含有量は１００ｐｐｍ以下であることが好ましく、１０ｐｐｍ以下であることがさら
に好ましい。また、第２インクのｐＨは５以上９以下であることが好ましく、６以上９以
下であることがさらに好ましい。
【００３８】
（水性媒体）
　本発明のインクセットを構成する各インクには、水及び水溶性有機溶剤の混合溶媒であ
る水性媒体を含有させることが好ましい。水としては脱イオン水を用いることが好ましい
。インク中の水の含有量（質量％）は、インク全質量を基準として、３０．００質量％以
上９５．００質量％以下であることが好ましい。また、インク中の水溶性有機溶剤の含有
量（質量％）は、インク全質量を基準として、３．００質量％以上５０．００質量％以下
であることが好ましい。水溶性有機溶剤としては、アルコール類、グリコール類、グリコ
ールエーテル類、含窒素化合物類などのインクジェット用のインクに使用可能なものをい
ずれも用いることができる。本発明においては、グリセリンなどの多価アルコール、２－
ピロリドンなどの含窒素化合物、及びトリエチレングリコールなどのアルキレングリコー
ルを少なくとも用いることが好ましい。これらの水溶性有機溶剤は、１種単独で又は２種
以上を組み合わせて用いることができる。
【００３９】
　また、再分散粘度が高くなりすぎないようにするために、第１インク中の水溶性有機溶
剤の含有量（質量％）は、インク全質量を基準として、２５．００質量％以下であること
が好ましい。第１インク中の水溶性有機溶剤の含有量が２５．００質量％超であると、イ
ンクの堆積が抑制される程度がやや低下する場合がある。また、第１インク中の水の含有
量（質量％）は、インク全質量を基準として、４０．００質量％以上９５．００質量％以
下であることが好ましい。
【００４０】
（その他の添加剤）
　本発明のインクセットを構成する各インクには、上記成分の他に、尿素やその誘導体、
トリメチロールプロパン、トリメチロールエタンなどの常温で固体の水溶性有機化合物を
含有させてもよい。本発明においては、トリメチロールプロパンを少なくとも用いること
が好ましい。インク中の常温で固体の水溶性有機化合物の含有量（質量％）は、インク全
質量を基準として、０．１０質量％以上２０．００質量％以下であることが好ましく、３
．００質量％以上１０．００質量％以下であることがさらに好ましい。なお、尿素やその
誘導体、トリメチロールプロパン、トリメチロールエタンなどの常温で固体の水溶性有機
化合物は、水溶性有機溶剤と同様にインクの再分散粘度を高めやすい。このため、水溶性
有機溶剤の総含有量との関係から再分散粘度を調整する場合には、水溶性有機溶剤の含有
量にこれらの固体の水溶性有機化合物の含有量を含めて考慮することが好ましい。
【００４１】
　また、本発明のインクセットを構成する各インクには、必要に応じて、界面活性剤、樹
脂、ｐＨ調整剤、消泡剤、防錆剤、防腐剤、防黴剤、酸化防止剤、還元防止剤、キレート
剤などの種々の添加剤を含有させてもよい。なかでも、ノニオン性の界面活性剤を用いる
ことが好ましく、アセチレングリコール系界面活性剤やポリオキシエチレンアルキルエー
テルを用いることがさらに好ましい。
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【００４２】
（インクの物性）
　本発明のインクセットを構成する各インクの物性は、それぞれ、以下の範囲内とするこ
とが好ましい。インクの２５℃における粘度は、１．０ｍＰａ・ｓ以上４．０ｍＰａ・ｓ
以下であることが好ましく、１．０ｍＰａ・ｓ以上３．０ｍＰａ・ｓ以下であることがさ
らに好ましい。また、インクの２５℃における静的表面張力は、２８ｍＮ／ｍ以上４５ｍ
Ｎ／ｍ以下であることが好ましい。また、第１インクの２５℃におけるｐＨは、５以上９
以下であることが好ましく、第２インクの２５℃におけるｐＨは、６以上９以下であるこ
とが好ましい。
【００４３】
＜インクジェット記録方法及びインクジェット記録装置＞
　本発明のインクジェット記録方法は、インクをインクジェット方式の記録ヘッドの吐出
口から吐出させて記録媒体に画像を記録する工程、及び、吐出口をキャップにより覆う工
程を有する。そして、インクとして、前述の本発明の水性インクセットに含まれるインク
を用いる。また、本発明のインクジェット記録装置は、インクが内部に収容されたインク
収容部、インクジェット方式の記録ヘッドの吐出口からインクを吐出させて記録媒体に画
像を記録する手段、及び、吐出口を覆うキャップを具備する。そして、インクとして、前
述の本発明の水性インクセットに含まれるインクを用いる。インクを吐出する方式として
は、インクに力学的エネルギーを付与する方式や、インクに熱エネルギーを付与する方式
を挙げることができる。なかでも、インクに熱エネルギーを付与する方式を採用すること
が好ましい。本発明の水性インクセットに含まれるインクを用いること以外、インクジェ
ット記録方法の工程や、インクジェット記録装置に設けられる手段は、公知のものとすれ
ばよい。
【００４４】
　以下、本発明のインクジェット記録方法及びインクジェット記録装置における、記録ヘ
ッドの吐出口を覆うキャップの構成について説明する。なお、以下の説明では、便宜上、
（１の）吐出口について記載するが、インクジェット記録装置では、通常、１のインクを
吐出するための吐出口が複数個設けられており、複数個の吐出口が配列することで吐出口
列を構成している。本発明のインクセットは少なくとも２種のインクを有するため、吐出
口列は２列以上設けられている。
【００４５】
　図１は、本発明のインクジェット記録装置を構成するクリーニング部の一例を示す模式
図である。クリーニング部は、キャップＭ５０１０を記録ヘッド（不図示）の吐出口を有
する面に当接させることで、吐出口を覆い、これによりインクの蒸発を抑制することがで
きる。より詳細には、不図示の上下可動機構により、キャップホルダＭ５０６０を上昇さ
せて、キャップＭ５０１０を記録ヘッドの吐出口を有する面に適当な密着力で当接させて
、キャッピングが行われる。キャッピングされた状態でポンプＭ５０００を作動させると
、吐出口を有する面とキャップＭ５０１０との間に負圧が発生する。この負圧によって、
吸引口Ｍ５０７０及びＭ５０８０に接続されたチューブＭ５０９０及びＭ５１００を介し
て、吐出口からインクが吸引され、記録ヘッドのクリーニングが行われる。また、吸引室
Ｍ５０２０及びＭ５０３０に対してインクを吐出（予備吐出）させることや、キャップＭ
５０１０を開いた状態でキャップＭ５０１０上に存在するインクを吸引することで、記録
ヘッドへのインクの固着やその他の弊害を抑制しうる。吸引室の内部には、インク吸収部
材などが設けられていてもよい。
【００４６】
　上述の通り、図１では、周壁部Ｍ５０４０で形成される吸引室が、仕切壁Ｍ５０５０で
同等の体積を有する２つの吸引室、Ｍ５０２０及びＭ５０３０に区切られている構成につ
いて示した。しかし、これらの吸引室の体積はそれぞれ異なっていてもよく、また、仕切
壁を有さずに１つの吸引室で構成されていてもよい。さらに、複数種のインクを吐出させ
るそれぞれの吐出口列をまとめて１つのキャップで覆う構成としてもよく、複数種のイン
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クを吐出させるそれぞれの吐出口列ごとにキャップを設けてもよい。
【実施例】
【００４７】
　以下、実施例及び比較例を挙げて本発明をさらに詳細に説明するが、本発明は、その要
旨を超えない限り、下記の実施例によって何ら限定されるものではない。なお、成分量に
関して「部」及び「％」と記載しているものは特に断らない限り質量基準である。
【００４８】
＜顔料分散液の調製＞
（顔料の官能基導入量）
　測定対象である顔料（固形分）の含有量が０．０３％程度になるように顔料分散液を純
水で希釈してＡ液を調製した。また、顔料分散液を５℃、８０，０００ｒｐｍ、１５時間
の条件で超遠心分離して採取した、ホスホン酸型自己分散顔料を除去した上澄みの液体を
純水で８０倍程度に希釈し、Ｂ液を調製した。ＩＣＰ発光分光分析装置（商品名「ＳＰＳ
５１００」、ＳＩＩナノテクノロジー製）を使用して調製したＡ液及びＢ液中のリンを定
量した。そして、Ａ液及びＢ液中のリンの量の差分からホスホン酸基の量を求め、１つの
官能基に含まれるホスホン酸基の数で割ることで、顔料の粒子表面に結合した官能基の量
（官能基導入量）を算出した。
【００４９】
（顔料分散液１）
　アレンドロン酸塩３４ｇ（１０４ｍｍｏｌ）、及び純水１５０ｍＬを５００ｍＬのビー
カーに入れ、濃水酸化ナトリウム水溶液を用いてｐＨを１１に調整してアレンドロン酸塩
を溶解させた。アレンドロン酸塩としては、（４－アミノ－１－ヒドロキシブタン－１，
１－ジイル）ビスホスホン酸の一ナトリウム塩（Ｚｅｎｔｉｖａ製）を用いた。次いで、
テトラヒドロフラン１００ｍＬに溶解させたニトロフェニルスルホニルクロライド２５ｇ
（１１０ｍｍｏｌ）を滴下した。滴下の際には、水酸化ナトリウム水溶液をさらに加えて
液体のｐＨを１０～１１に保った。滴下後、室温でさらに２時間撹拌した。真空中でテト
ラヒドロフランを蒸発させた後、ｐＨを４に調整して固体を析出させた。４℃で一晩冷却
後に固体をろ過し、純水で洗浄してから乾燥させて、（４－（４－アミノベンゼンスルホ
ニルアミノ）－１－ヒドロキシブタン－１，１－ジイル）ビスホスホン酸ナトリウムを得
た。
【００５０】
　カーボンブラック２０ｇ、（４－（４－アミノベンゼンスルホニルアミノ）－１－ヒド
ロキシブタン－１，１－ジイル）ビスホスホン酸ナトリウム（処理剤）３ｍｍｏｌ、硝酸
２０ｍｍｏｌ、及び純水２００ｍＬを混合した。カーボンブラックとしては、比表面積２
２０ｍ２／ｇ、ＤＢＰ吸油量１０５ｍＬ／１００ｇのものを用いた。また、混合は、シル
ヴァーソン混合機を使用し、室温条件下、６，０００ｒｐｍで実施した。３０分後、少量
の水に溶解させた２０ｍｍｏｌの亜硝酸ナトリウムをゆっくり添加した。混合によって混
合物の温度は６０℃に達し、この状態で１時間反応させた。その後、水酸化ナトリウム水
溶液を用いて、混合物のｐＨを１０に調整した。３０分後、純水２０ｍＬを加え、スペク
トラムメンブランを用いてダイアフィルトレーションを行い、顔料の含有量が１０．０％
となるようにして分散液を得た。これにより、カウンターイオンがナトリウムである（４
－（４－ベンゼンスルホニルアミノ）－１－ヒドロキシブタン－１，１－ジイル）ビスホ
スホン酸基が顔料の粒子表面に結合した自己分散顔料が水中に分散した顔料分散液１を得
た。自己分散顔料の官能基導入量は０．１５ｍｍｏｌ／ｇであった。
【００５１】
（顔料分散液２）
　処理剤の種類を（（４－アミノベンゾイルアミノ）－メタン－１，１－ジイル）ビスホ
スホン酸ナトリウム塩に変更した。このこと以外は、前述の顔料分散液１と同様にして、
カウンターイオンがナトリウムである（（４－ベンゾイルアミノ）－メタン－１，１－ジ
イル）ビスホスホン酸基が顔料の粒子表面に結合した自己分散顔料が水中に分散した顔料
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分散液２を得た。自己分散顔料の官能基導入量は０．１５ｍｍｏｌ／ｇであった。
【００５２】
（顔料分散液３）
　処理剤の種類及び量を４－アミノベンジルホスホン酸（シグマアルドリッチ製）３ｍｍ
ｏｌに変更した。このこと以外は、前述の顔料分散液１と同様にして、カウンターイオン
がナトリウムであるベンゼンホスホン酸基が顔料の粒子表面に結合した自己分散顔料が水
中に分散した顔料分散液３を得た。自己分散顔料の官能基導入量は０．１６ｍｍｏｌ／ｇ
であった。
【００５３】
（顔料分散液４）
　イオン交換法によりカウンターイオンをナトリウムイオンからカリウムイオンに置換し
たこと以外は、前述の顔料分散液１と同様の操作を行った。これにより、カウンターイオ
ンがカリウムである（４－（４－ベンゼンスルホニルアミノ）－１－ヒドロキシブタン－
１，１－ジイル）ビスホスホン酸基が顔料の粒子表面に結合した自己分散顔料が水中に分
散した顔料分散液４を得た。自己分散顔料の官能基導入量は０．１５ｍｍｏｌ／ｇであっ
た。
【００５４】
（顔料分散液５）
　イオン交換法により、カウンターイオンをナトリウムイオンからアンモニウムイオンに
置換したこと以外は、前述の顔料分散液１と同様の操作を行った。これにより、カウンタ
ーイオンがアンモニウムである（４－（４－ベンゼンスルホニルアミノ）－１－ヒドロキ
シブタン－１，１－ジイル）ビスホスホン酸基が顔料の粒子表面に結合した自己分散顔料
が水中に分散した顔料分散液５を得た。自己分散顔料の官能基導入量は０．１５ｍｍｏｌ
／ｇであった。
【００５５】
（顔料分散液６）
　イオン交換法により、カウンターイオンをナトリウムイオンからリチウムイオンに置換
したこと以外は、前述の顔料分散液１と同様の操作を行った。これにより、カウンターイ
オンがリチウムである（４－（４－ベンゼンスルホニルアミノ）－１－ヒドロキシブタン
－１，１－ジイル）ビスホスホン酸基が顔料の粒子表面に結合した自己分散顔料が水中に
分散した顔料分散液６を得た。自己分散顔料の官能基導入量は０．１５ｍｍｏｌ／ｇであ
った。
【００５６】
（顔料分散液７）
　水５．５ｇに濃塩酸５ｇを溶かして得た溶液を５℃に冷却し、４－アミノフタル酸（処
理剤）１．５ｇを加えた。この溶液の入った容器をアイスバスに入れ、溶液を撹拌して温
度を１０℃以下に保ちながら、５℃の水９ｇに亜硝酸ナトリウム２．２ｇを溶かして得た
溶液を加えた。１５分間撹拌後、カーボンブラック（比表面積２２０ｍ2／ｇ、ＤＢＰ吸
油量１０５ｍＬ／１００ｇのもの）６ｇ（固形分）を撹拌下で加えた。さらに１５分間撹
拌後、得られたスラリーをろ紙（商品名「標準用濾紙Ｎｏ．２」、アドバンテック製）で
ろ過し、粒子を十分に水冷してから１１０℃のオーブンで乾燥させた。得られた乾燥物に
水を加え、顔料の含有量が１０．０％となるようにして分散液を得た。これにより、カウ
ンターイオンがナトリウムであるフタル酸基が顔料の粒子表面に結合した自己分散顔料が
水中に分散した顔料分散液７を得た。自己分散顔料の官能基導入量は０．６８ｍｍｏｌ／
ｇであった。なお、自己分散顔料の官能基導入量は、イオンメーター（ＤＫＫ製）を使用
して測定した顔料分散液７中のナトリウムイオン濃度から換算した。
【００５７】
（顔料分散液８）
　イオン交換法により、カウンターイオンをナトリウムイオンからカリウムイオンに置換
したこと以外は、前述の顔料分散液７と同様の操作を行った。これにより、カウンターイ
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した顔料分散液８を得た。自己分散顔料の官能基導入量は０．６８ｍｍｏｌ／ｇであった
。
【００５８】
＜第１インクの調製＞
　表１－１及び１－２の上段に示す各成分（単位：％）を混合し、十分に撹拌した後、ポ
アサイズが２．５μｍであるポリプロピレンフィルター（ポール製）にて加圧ろ過を行っ
て各インクを調製した。表１－１及び１－２中の「サーフィノール４６５」は、エアープ
ロダクツ製のアセチレングリコールのエチレンオキサイド付加物であり、エチレンオキサ
イド基の付加モル数が１０の界面活性剤である。また、「ＮＩＫＫＯＬ　ＢＬ－９ＥＸ」
は、日光ケミカルズ製のポリオキシエチレンラウリルエーテルであり、グリフィン法によ
り求められるＨＬＢ値が１４．５、エチレンオキサイド基の付加モル数が９の界面活性剤
である。また、表１－１及び１－２の下段には、各インクの顔料の含有量ｘ（％）及び再
分散粘度を示す。インクの再分散粘度は、粘度計（商品名「ＲＥ－８５Ｌ」、東機産業製
、使用ローター：１°３４’×Ｒ２４）を使用して測定し、５ｍＰａ・ｓ以下の場合を「
Ａ」、５ｍＰａ・ｓ超の場合を「Ｂ」とした。
【００５９】

【００６０】
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【００６１】
＜染料水溶液の調製＞
　表２に示す種類のアニオン性染料を水に溶解させた後、酸を加えて染料の結晶を析出さ
せた。析出した結晶をろ過して分取し、遊離酸型の染料のケーキを得た。得られたケーキ
にイオン交換水及び適量のアルカリ水溶液（水酸化リチウム水溶液、水酸化ナトリウム水
溶液、水酸化カリウム水溶液）を添加して、染料のアニオン性基を塩型、すなわちカウン
ターイオンを１価カチオンに交換して、染料を水に溶解させた。これにより、染料の含有
量が１０．０％である各染料水溶液を調製した。各アニオン性染料のアニオン性基の数は
、Ｃ．Ｉ．ダイレクトイエロー１３２が２、Ｃ．Ｉ．ダイレクトイエロー８６が４、Ｃ．
Ｉ．アシッドレッド２８９が２、Ｃ．Ｉ．ダイレクトブルー１９９が１～２である。
【００６２】
　調製した各染料水溶液を、染料の含有量が０．０４％になるように純水で希釈し、ＩＣ
Ｐ発光分析装置（商品名「ＳＰＳ５１００」、ＳＩＩ製）を使用して各種の１価カチオン
濃度を定量した。また、１価カチオンのうち、アンモニウムイオンの濃度は、イオンクロ
マトグラフ（商品名「ＤＸ３２０」、ダイオネクス製）を用いて測定した。そして、定量
したカチオン濃度から、染料の含有量が５．００％である場合におけるカチオン濃度（ｍ
ｏｌ／Ｌ）を算出した。
【００６３】
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【００６４】
＜第２インクの調製＞
　表３－１～３－３の上段に示す各成分（単位：％）を混合し、十分に撹拌した後、ポア
サイズが０．２μｍであるミクロフィルター（アドバンテック製）にて加圧ろ過を行って
各インクを調製した。表３－１～３－３中の「サーフィノール４６５」は、エアープロダ
クツ製のアセチレングリコールのエチレンオキサイド付加物であり、エチレンオキサイド
基の付加モル数が１０の界面活性剤である。
【００６５】
　表３－１～３－３の下段には、各インクのＬｉ+濃度、Ｎａ+濃度、その他の１価カチオ
ン濃度、Ｌｉ+＋Ｎａ+濃度Ｍ、及び１価カチオンの合計濃度（いずれも単位はｍｏｌ／Ｌ
）を示す。また、表３－１～３－３の下段には、Ｌｉ+／（Ｌｉ+＋Ｎａ+）＊１００（％
）を示す。なお、各種の１価カチオン濃度は、ＩＣＰ発光分析装置（商品名「ＳＰＳ５１
００」、ＳＩＩ製）を使用して測定した。また、１価カチオンのうち、アンモニウムイオ
ンの濃度は、イオンクロマトグラフ（商品名「ＤＸ３２０」、ダイオネクス製）を用いて
測定した。各インクについて、多価金属イオンを含む多価カチオン濃度を上記のイオンク
ロマトグラフで測定したところ、インク２－２２は約４，０００ｐｐｍであったが、それ
以外の第２インクはいずれも１０ｐｐｍ以下であった。また、ｐＨメータ（商品名「卓上
型ｐＨメータＦ－２１」、堀場製作所製）を用いて、各インクのｐＨを測定したところ、
インク２－２３は５．５であったが、それ以外のインクはいずれもｐＨ６以上であった。
【００６６】
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【００６９】
＜評価＞
　上記で得られた各インクをそれぞれインクカートリッジに充填し、表４の左側に示す構
成のインクセットとした。表４には、ｘ／Ｍの値も示す。そして、熱エネルギーによりイ
ンクを吐出する記録ヘッドを搭載したインクジェット記録装置（商品名「ＰＩＸＵＳ　Ｍ
Ｐ４８０」、キヤノン製）のブラックインクのポジションに第１インク、カラーインクの
ポジションに第２インクをそれぞれセットした。なお、このインクジェット記録装置の解
像度は６００ｄｐｉ×６００ｄｐｉである。また、「記録デューティが１００％」である
ことを以下のように定義する。ブラックインクについては、１／６００インチ×１／６０
０インチの単位領域に１滴当たりの質量が２５ｎｇ±１０％であるインク滴を１滴付与す
る条件を「記録デューティが１００％」であると定義する。また、カラーインクについて
は、１／６００インチ×１／６００インチの単位領域に１滴当たりの質量が５．５ｎｇ±
１０％であるインク滴を２滴付与する条件を「記録デューティが１００％」であると定義
する。各評価結果を表４に示す。本発明においては、下記の各項目の評価基準で「ＡＡ」
、「Ａ」、及び「Ｂ」を許容できるレベル、「Ｃ」を許容できないレベルとした。
【００７０】
（第１インクにより記録される画像の光学濃度）
　第１インクを用いて、以下に示す４種の記録媒体（普通紙）に、記録デューティが１０
０％であるベタ画像（２ｃｍ×２ｃｍ／１ライン）を記録した。
　［記録媒体］
　・ＰＢ　ＰＡＰＥＲ（キヤノン製）
　・ＳＷ－１０１（キヤノン製）
　・Ｘｅｒｏｘ４２００　Ｐｒｅｍｉｕｍ　Ｍｕｌｔｉｐｕｒｐｏｓｅ　Ｗｈｉｔｅ　Ｐ
ａｐｅｒ（ゼロックス製）
　・Ｂｒｉｇｈｔ　Ｗｈｉｔｅ　ＩｎｋｊｅｔＰａｐｅｒ（ヒューレッドパッカード製）
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【００７１】
　記録の１日後に、反射濃度計（商品名「マクベスＲＤ－９１８」、マクベス製）を使用
して４種の記録媒体に記録したベタ画像の光学濃度を測定してその平均値を算出し、以下
に示す評価基準にしたがって画像の光学濃度を評価した。
　ＡＡ：平均値が１．４５以上であった。
　　Ａ：平均値が１．４０以上１．４５未満であった。
　　Ｂ：平均値が１．３５以上１．４０未満であった。
　　Ｃ：平均値が１．３５未満であった。
【００７２】
（耐ブリーディング性）
　記録媒体（商品名「ＳＷ－１０１」、キヤノン製）に、第１インクを用いて記録デュー
ティが１００％であるベタ画像（縦０．５ｍｍ×横２ｃｍ）を記録した。また、第２イン
クを用いて、第１インクで記録したベタ画像の左右に隣接して記録デューティが７０％で
あるベタ画像（縦２ｍｍ×横２ｃｍ）を記録した。記録したベタ画像の境界部を目視で確
認し、以下に示す評価基準にしたがって耐ブリーディング性を評価した。
　Ａ：ブリーディングが確認できなかった。
　Ｂ：ブリーディングが生じていたが、ほとんど目立たなかった。
　Ｃ：ブリーディングがかなり生じていた。
【００７３】
（キャップにおける第１インクの滞留抑制）
　第１インクをシャーレにそれぞれ入れ、１０％蒸発させた液体（濃縮インク）を調製し
た。調製した濃縮インクを用いて、温度３０℃、相対湿度１０％の条件下、Ａ４サイズの
記録媒体に記録デューティが７％であるブラックのベタ画像（縦２６ｃｍ×横２０ｃｍ）
を４分間隔で１０，０００～１５，０００枚記録した。そして、以下に示す評価基準にし
たがってキャップにおける第１インクの滞留抑制を評価した。記録の際には、記録前に０
．２ｍｇ±１０％のインクがキャップに予備吐出される。また、記録ヘッドの吐出口を覆
うキャップを介して０．１ｇ±３０％のインクが吸引されるクリーニング動作が、２００
枚に１回の頻度で実施される。なお、濃縮インクを用いたのは、キャップにおけるインク
の滞留をより厳しい条件で評価するためである。
　Ａ：１５，０００枚記録後にキャップにおけるインクの滞留がなかった。
　Ｂ：１０，０００枚記録後にキャップにおけるインクの滞留はなかったが、１５，００
０枚記録後にキャップにおけるインクの滞留があった。
　Ｃ：１０，０００枚記録後にキャップにおけるインクの滞留があった。
【００７４】
（吐出よれ）
　インクジェット記録装置のノズルチェックパターンを１枚の記録媒体（商品名「高品位
専用紙ＨＲ－１０１」、キヤノン製）に記録した。次いで、温度３０℃、相対湿度１０％
の条件下、Ａ４サイズの記録媒体に、第１インク及び第２インクのそれぞれの記録デュー
ティが７％であるベタ画像（縦２６ｃｍ×２０ｃｍ）を連続して７，０００枚分記録した
。その後、記録媒体のノズルチェックパターンを１枚の記録媒体に記録した。２枚目の記
録媒体に記録したノズルチェックパターンを目視で確認し、以下に示す評価基準にしたが
って吐出よれを評価した。
　Ａ：第１インク及び第２インクのいずれにも吐出よれが生じていなかった。
　Ｂ：第１インク及び第２インクのいずれか一方によれが生じていたが、画像の記録には
問題がないレベルであった。
　Ｃ：第１インク及び第２インクのいずれか一方によれが生じ、画像の記録に問題がある
レベルであった。
【００７５】
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